
単位：千円  

事   業   名 
補正予算額 

（現計予算額） 
説            明 

【広報課】 

 

政策調整費 

 

 

     △ 105,278 

  (282,870) 

 

国       △ 887 

 

財     153 

 

寄    1,100 

 

○一    △ 105,644 

 

 

 

 １ 滋賀・びわ湖ブランド推進事業         △ 105,278 

 

(1) 首都圏情報発信拠点整備事業         △ 104,630 

滋賀の認知度・ブランド力の向上に資するため、首都圏にお 

ける新たな情報発信拠点を整備する。 

 

    222,286 → 117,656 

    拠点の物件が決定し、貸借期間の始期が次年度になったことに

伴う物件賃借料等の減額 

【企画調整課】 

 

公共用地先行取得事

業資金貸付事業費 

 

 

   △ 2,257,690 

(8,882,000) 

 

諸 △2,257,690 

 

 

 

 １ 公共用地先行取得事業資金貸付金           △ 2,257,690 

   滋賀県土地開発公社が行う公共用地の先行取得等に関する業務

に必要な資金を貸し付ける。 

 

   8,882,000 → 6,624,310 

   事業実績に応じた減額 

 

広域行政推進費 

 

       △ 6,821 

  (171,998) 

 

○一      △ 6,821 

 

 

 １ 関西広域連合負担金               △ 6,821 

   関西広域連合で実施する広域防災等７分野の事務などに係る経

費について、所要の負担金を支出する。 

 

   159,564 → 152,743 

   事業実績に応じた減額 



単位：千円  

事   業   名 
補正予算額 

（現計予算額） 
説            明 

 

新駅問題支援対策費 

 

      △ 54,045 

(336,725) 

 

財    △ 1,042  

 

繰   △ 52,897 

 

○一        △ 106 

 

 

１ 東海道新幹線新駅地域振興支援交付金            △ 52,719 

   後継プランの実施に関する栗東市との合意に基づき、骨格道路 

をはじめとする基盤整備等に係る同市への支援を行う。 

 

331,751 → 279,032 

事業実績に応じた減額 

【防災危機管理局】 

 

防災行政推進費 

 

 

 

△ 49,407 

     (214,705) 

 

国    △ 647 

 

使     188 

 

諸    △ 58 

 

○一    △ 48,890 

 

 

 

１ 平成28年熊本地震被災地支援事業               △ 37,038 

   平成28年熊本地震に対し、県として被災地に寄り添った支援を 

行うため、現地に職員を派遣し情報収集に努めるとともに、避難 

所の運営支援等の業務を行う。 

 

   43,323 → 6,285 

   支援要請期間の短縮等に伴う旅費等の減額 

 

 

 

原子力防災対策費 

 

 

△ 18,963  

     (152,969) 

 

国   △ 17,006 

 

○一     △ 1,957 

 

 

 

 

１ 原子力防災対策の推進                   △ 14,667 

   モニタリング・通信システム、測定機器を運用・維持し、原子力

防災活動資機材を整備する。 

 

   139,279 → 124,612 

   原子力防災活動資機材の執行残等による減額 

 

 



 

単位：千円  

事   業   名 
補正予算額 

（現計予算額） 
説            明 

 

消防学校費 

 

       △ 9,587 

(102,395) 

 

諸      △ 94 

 

起   △ 10,200 

 

○一           707 

 

 

１ 学校施設長寿命化等推進費                 △ 10,136 

   長期保全計画および更新計画に基づき、建築後30年以上が経過 

した消防学校の改修を行う。 

 

33,542 → 23,406 

空調機器改修工事や自動火災報知設備更新工事の執行残等によ

る減額 


